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外部性と政策 
1. 外部性の内部化 
外部性が存在する場合，「                 」を引き起こす． 

・	 正の外部性： 
・	 負の外部性： 

Ø これを避けるためには外部性を「	 	 	 	 	 	 	 」することが
望ましい． 

 
2. 内部化政策①	 合併 
合併とは： 

Ø 利害対立が激しい場合，実現困難． 
・	 煤煙を排出する「公害工場」と，洗濯物を外に干しているために煤

煙で洗濯物が汚れて迷惑をしている「洗濯屋」． 
Ø 工場と洗濯屋が合併すると，その新会社にとって，工場から今
までどおり煤煙を出すことは洗濯業分野から得る利潤が減るの

で，その会社にとって煤煙を出さなくする工夫をすることが経

済的な観点から合理的となる． 
 
3. 内部化政策②	 ピグー課税 
政府が外部効果を相殺するように課税で調整する． 

Ø 社会的に最適な汚染水準における	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 と	 	 	 	  
	 	 	 	 	 	 の乖離分に相当する金額を単位あたりの税（税率）として

外部不経済の発生者に課税し，最適汚染水準を達成． 
・	 適切な課税の大きさを政府が認識するのが困難． 

Ø 外部経済を発生する経済主体： 
Ø 外部不経済を発生する経済主体： 

Ø 資源配分の効率性を達成する手段 
Ø 過大生産，過少生産をなくす方法． 

l 所得分配については何も議論していない． 
l 補助金の財源，税収の使途． 

 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 の原則（Polluter Pays Principle: PPP） 
汚染物質を出した者が汚染防止費用を負担．1972年に OECDにより提唱． 



Ø 日本では，汚染防止だけではなく被害救済，原状回復費用の負担につい
ても適用． 
 

 
4. ピグー課税の余剰分析 

 

 
Ø ピグー税の前提条件 
①	 政府の情報能力の完全性 
②	 政策関与の非対称性 
③	 財政の中立性 

 
5. コースの定理 
「当事者間の交渉に	 	 	 	 	 	 	 	 	 が必要とされない場合，損害賠償責任

のルールが決まってさえていれば，損害賠償責任の所在にかかわらず，交渉に

よる解決が社会的費用の最小化を実現する」 
Ø ピグー税のような政府の介入による外部性の内部化を行う方法を批判． 

 
 
 
 



 
 
 

 
n コースの定理の例 
関係者が団結し，外部性を内部化 

Ø 所有権の適切な割当により外部性を処理 
例）漁期制限，漁獲制限，狩猟制限，喫煙者と非喫煙者の間の取引． 
 

n コースの定理の問題点 
Ø 権利関係と因果関係が確定している必要． 
Ø 汚染者と被害者の確定には時間がかかる． 
・	 高度成長期の「公害問題」は，発生源も明確であり，被害地域も限

定されていたが，現在の地球温暖化などの新しい「地球的環境問題」

は，国境を越えて被害が及び，因果関係を特定することも困難． 


